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まえがき 

「知のデジタルアーカイブに関する研究会」は、図書館、博物館・美術館、

公文書館（MLA）を中心としたデジタルアーカイブ構築の推進について議論する

ために、平成 23年 2月より検討を開始した。デジタル・ネットワーク社会にお

いて MLA が持つ知的資産の有効活用を進めるためにそのデジタルアーカイブ化

が望まれるが、現実には様々な理由のために期待されるほどには進んでいない。

これには、財政環境、人的資源、技術環境、制度的制約など様々な背景がある。  

本研究会では、現在の我が国がおかれた環境の中でデジタルアーカイブの推

進のための課題を検討し提言をまとめるために、本研究会の構成員に加えて外

部から招いた有識者による発表とそれに基づく議論を行ってきた。また、本研

究会では、より掘り下げた深い共通理解を得るために、システム（技術）、人材

開発、災害の 3 テーマに焦点を当てたグループを構成して議論を行った。こう

した議論から、デジタルアーカイブのための技術、知識、ノウハウの共有の重

要性、デジタル・ネットワーク社会に適合したデジタルアーカイブ連携の必要

性についての共通認識を得た。 

 

はじめに 

 

知のデジタルアーカイブに関する研究会（通称「知デジ研」。以下「本研究会」

という。）は、「図書・出版物、公文書、美術品・博物品、歴史資料等公共的な

知的資産の総デジタル化を進め、インターネット上で電子情報として共有・利

用できる仕組み（デジタルアーカイブ）の構築による知の地域づくりに向けて、

関係者が広く集まり、デジタル情報資源の流通促進に係る課題の整理を行い、

デジタルアーカイブ間の相互連携の促進を図ることを目的として」1開催され、

関連する多くの分野からの有識者の参加を得て、全 X回の会議とメーリングリ

ストによる議論を行ってきた。 

今世紀に入り、我々の情報環境のネットワーク依存は大きく進み、昨今のス

マートフォンや電子書籍端末の急速な普及はこれをますます加速させている。

我々の知的活動を支え、より高度化を進めるためには、新たにインターネット

上で発信される情報のみならず、過去から蓄積されてきた情報へのアクセス性

を高め、あらゆる知的資産へのアクセスを可能にする知識インフラをネットワ

ーク上に構築することが重要である。そして、デジタルアーカイブはそうした

知識インフラの中核をなす可能性を持っている。 

本研究会では、図書館(Library)、博物館、美術館(Museum)、公文書館

                                                        
1 知のデジタルアーカイブに関する研究会開催要綱。１頁参照。 
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(Archives)等の知的資産を収集、蓄積、提供する機関（Memory Institution あ

るいは Memory Organization、知の記録機関）が持つ資源へのネットワークを介

したアクセス性を高めることを中心に議論してきた。知的資産へのネットワー

クアクセス性を高めることの中心課題は「資産のデジタル化」と広く理解され

ているが、本研究会ではデジタル化に限定せず、デジタル情報の利活用を進め

ることによる知的資産の利用の高度化、そしてデジタルアーカイブを活用した

機関間連携（MLA 連携）の推進について議論した。なお、著作権等の権利管理の

問題はデジタルアーカイブ開発にとって根本的な問題のひとつであるが、「デジ

タル・ネットワーク社会における出版物の利活用の推進に関する懇談会」（総務

省、文部科学省、経済産業省の共同懇談会2）、その後の文化庁における「電子書

籍の流通と利用の円滑化に関する検討会議3」において議論されていることもあ

り、本研究会では権利管理については第一義的な議論対象とはしないこととし

た。 

知の記録機関が持つ知的資産をデジタル化してネットワーク上での利用のた

めに提供することの有用性は広く認められ、国立国会図書館による大規模な書

籍デジタル化、アジア歴史資料センターによる歴史公文書の大規模デジタル化、

民間企業・大学による世界遺産の高品位な 3 次元デジタル化の取り組み等が進

められてきた。その一方、実行のためのコストと人的資源不足のために、地域

に根差す中小規模館の多くでは取り組みが進められていないという現実もある。

こうした現実に対していかに取り組むべきかが本研究会の重要な論点となった。

また、本研究会が発足して間もなく東日本大震災が起こり震災の記録としての

デジタルアーカイブの役割に加えて、災害に対する備えとしてのデジタルアー

カイブの役割も本研究会の論点となった。 

本報告の構成は以下のとおりである。 

第１章 デジタルアーカイブとは－前提と定義 

第２章 本研究会における議論の対象としてのデジタルアーカイブについて 

第３章 デジタルアーカイブの構成フレームワーク 

第４章 特定テーマに関する議論―システム、人材開発、災害― 

第５章 提言 

終わりに 知識インフラとしてのデジタルアーカイブが持つ役割と重要性―課 

題と期待― 

 

デジタル・ネットワーク化が進む中で、デジタルアーカイブは現代社会にお

ける知的活動を支える知識インフラである。どこからでもネットにつながるこ

                                                        
2 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/shuppan/index.html 
3 http://www.bunka.go.jp/bunkashingikai/kondankaitou/denshishoseki/index.html 
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とで情報の利用方法が大きく変化したのと同様に、どこからでも価値の高いコ

ンテンツにアクセスできることで、コンテンツに含まれる「知」をより手軽に、

より効果的に活かす可能性が広がり、社会のいろいろな面にプラスの効果をも

たらすと期待される。我が国の競争力を高めていくためには、我が国が持つ「知」

を可能な限り、広く国民が容易に利用できるようにする必要がある。また、こ

れまでに蓄積されてきた「知」を、様々な障害をこえて将来の世代に伝えてい

くことも我々に課せられた使命である。本研究会での議論から、デジタルアー

カイブの構築と運営のための人材育成、ネットワーク指向の情報管理技術や新

しいシステム技術の導入において、多くの課題があることも明らかになった。

本研究会は、「知のデジタルアーカイブ」の実現に向けて、国、地方の関係機関

が本報告書の施策を着実に実施することを期待するものである。 
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第１章 デジタルアーカイブとは―前提と定義 

１．前提 

デジタルアーカイブは日本発のことばであるといわれる。デジタルアーカイ

ブと呼ばれるものには、アンコール遺跡のバイヨン寺院やバチカンのシスティ

ーナ礼拝堂を計測し 3 次元グラフィックス化したものから、大量の書籍、記録

文書等をスキャンしてデータベース化したもの、そして地域の有形、無形の文

化財をデジタル化して提供するものまで多様である。本研究会においては、「知

のデジタルアーカイブ」という視点から、「デジタルアーカイブ」を限定的にと

らえることはせず、できるだけ広い視点から定義することとした。これは、我々

の多様な知的活動を支える社会的な基盤として、デジタルアーカイブをできる

だけ包含的にとらえることが望ましいためである。たとえば、以下に示すよう

に、デジタルアーカイブの領域における海外の活動・プロジェクトは 1990 年代

以降幅広い領域で進められている。 

・ Europeana （EU による MLA 連携のデジタルアーカイブプロジェクト）4 

・ アメリカ議会図書館の American Memory5（議会図書館の貴重資料、歴史資料

のデジタルコレクション）や Thomas6（議事録等のデータベース） 

・ アメリカの Data.gov7 （様々なデータセットへのアクセス性を高めるプロジ

ェクト） 

・ イギリスのDigital Curation Centre8（デジタルコンテンツ長期利用を支援、

促進するための組織） 

・ 台湾の TELDAP 9（文化学術資源のデジタルアーカイブ構築とそれを基礎と

する e-Learning 支援） 

・ Internet Archive 10（Web サイトのアーカイブ） 

一方、本研究会が、限られた時間の中でデジタルアーカイブのすべての領域

を議論することは困難であるので、MLA を中心とする知的資産のためのデジタル

アーカイブを中心に議論し、地域の知的資産の利活用性を高めるためのデジタ

ルアーカイブの推進について提言することにした。 

本研究会では、デジタルアーカイブの国内の状況を知るために、国内でのデ

ジタルアーカイブに関する活動について構成員による発表を行った11。MLA 連携

の視点からデジタルアーカイブを見た場合、欧米各国及び東アジア地域各国の

                                                        
4 http://www.europeana.eu/portal/ 
5 http://memory.loc.gov/ammem/index.html 
6 http://thomas.loc.gov/home/thomas.php 
7 http://www.data.gov/ 
8 http://www.dcc.ac.uk/ 
9 http://teldap.tw/en/ 
10 http://www.archive.org/ 
11 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/shuppan/index.html 
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取組に比べて我国の取組は必ずしも進んでいるとは言えない。なお、こうした

海外の状況に関しては国立国会図書館が主催したデジタル情報資源ラウンドテ

ーブルの平成 23年度海外調査の報告12が詳しい。 

 

２．定義 

以下本章では、本報告書で用いる用語や概念等の定義及び解説を示す。 

 

(1) デジタルアーカイブの定義 

本報告書ではデジタルアーカイブを「何らかの方針に基づき、デジタル

コンテンツを選択、収集、組織化13、蓄積し、長期にわたって保存すると

ともに利用に供するシステム又はサービス」と定義する。 

デジタルアーカイブということばで表されるシステム又はサービスは

多様であるが、多様なシステム又はサービスを有機的に連携させて利用で

きる環境を提供することでコンテンツの価値を高めるものである。 

 

(2) デジタルコンテンツとは 

・ デジタル情報技術を利用して作成した何らかの表現物 

・ 何らかの意図をもって収集、編集したデジタルデータの集まり（データ

セット） 

・ 必ずしも無料公開、一般公開を前提として考える必要はなく、商用のコ

ンテンツ、アクセス制限のあるコンテンツも含めて考える。14 

 

(3) デジタルコンテンツの重要な特徴 

・ デジタルコンテンツは蓄積媒体には依存しないこと 

・ デジタルコンテンツは再生媒体あるいは再生環境を必要とすること 

・ デジタルコンテンツの性質を表す情報（＝メタデータ）無しには利用も

保存も難しいこと 

 

(4) デジタルアーカイブの開発組織 

図書館（L）、博物館・美術館（M）、公文書館（A）が中心であるが、出

                                                        
12  http://www.ndl.go.jp/jp/aboutus/honkaigi.html（予定） 
13  収集したデジタルコンテンツの利用や管理等を目的として適切に分類すること。  

具体的には目録の付与、主題等による分類、索引の作成等がある。 
14  図書館等では、資料や所蔵物のことを資源（resource、リソース）と呼ぶことが多く、

本報告書においてもそうした用語を用いる場合がある。そのため、デジタルアーカイ

ブに蓄積されたデジタルコンテンツをデジタルリソースないしは単にリソースと呼ぶ

こともある。 
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版社、放送局、映画産業等、コンテンツプロバイダを除外して考える必要

はない。 

 

(5) デジタルアーカイブの内容 

現在、量的には、図書、雑誌（論文）、記録文書（公文書）、文化財（美

術館、博物館資料）等の伝統的な文化的資料をデジタル化して作ったコン

テンツが中心である。しかしながら、これらの資料にはもともとデジタル

形式で作られるものも出てきている（たとえば、電子書籍、電子公文書、

電子ジャーナル、学術機関リポジトリ）。それに加えて、オーディオ、ビデ

オ、写真、映画、ゲーム、Web ページ、科学技術データ、統計データ等、

デジタルアーカイブのコンテンツは多岐にわたっている。 

 

(6) デジタルアーカイブの要件 

デジタルアーカイブとは、何らかの方針に基づいて、デジタルコンテン

ツを選択、収集、組織化、蓄積し、長期間にわたって保存、提供するサー

ビスであり、この要件を満たすものはすべてデジタルアーカイブととらえ

てよい。 

したがって、デジタルアーカイブは無料かつ公開でなければならないと

いうことはない。著作権保護や秘密保持等の制限のあるコンテンツも視野

に入れて考えなければならない。 

そうしたコンテンツを対象とする商用のサービスや国・自治体の文書管

理システム等は機能的に MLA を中心とするデジタルアーカイブと共通点が

多く、加えて、そうしたコンテンツも、将来は文化的・歴史的資料として

MLA を中心とするデジタルアーカイブのコンテンツとなるべきことは明ら

かである。   

これらは MLA によって作られるデジタルアーカイブとは隣同士であると

いってよい。 

したがって、デジタルアーカイブを考える上では、商用・パブリックド

メインの区別、一般公開の可否等の要件も、長期的視点で検討していく。

そのためには、たとえば、従来の印刷出版物と同様に電子書籍を長期に渡

って利用可能とするための適切な長期利用のための管理が必要である。   

また、公文書の場合も、電子文書化の推進が求められており、長期利用を

可能とするためにも、同様に適切な管理が必要である。こうした文書指向

の領域に加えて、多数のデータベースも長期利用のための管理の課題を抱

えている。長期利用性の視点からはこうしたものも含めて考えるべきであ

ろう。 
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第２章 本研究会における議論の対象としてのデジタルアーカイブについて 

 

１．デジタルアーカイブ 

本研究会では、以下をデジタルアーカイブに関する共通理解として議論を進

めた。 

(1) 「知のデジタルアーカイブ」とは 

 「知のデジタルアーカイブ」とは、人間あるいはそのコミュニティの知

的活動を支えるためのデジタルアーカイブであり、デジタル・ネットワー

ク社会の知識インフラである。（科学技術基本計画(平成 23 年８月 19 日閣

議決定15)参照） 

 したがって、基本的には MLA に限定したデジタルアーカイブとしてとら 

えるのではなく、広い意味でのデジタルアーカイブを考えておけばよい。 

しかしながら、現実のデジタルアーカイブとしては、1990 年代から MLA  

において文化的、学術的資料を対象とするものが先行して開発されてきて

おり、MLA のデジタルアーカイブを中心に考察することは合理的である。 

 

(2) 社会的な知識インフラであるために 

「知のデジタルアーカイブ」が社会的な知識インフラとして機能するた

めには、次のような条件を満たすよう、整備を進める必要がある。  

・ デジタルアーカイブへのインターネット上でのアクセス環境が整えら

れていなければならない。最低限、どうすればアクセスできるのかが、

インターネット上で把握できなければならない。 

・ デジタルコンテンツを豊富に用意しなければならない。 

・ 複数のデジタルアーカイブやそのほかのネット上のサービスを有機的

に繋いで利用できるようにする必要がある。 

・ デジタルアーカイブは多様な利用者コミュニティに対してサービスし

なければならない。そのためには、第三者の力を借りてサービスを行う

ことも視野に入れなければならない。 

 

２．ＭＬＡを中心としたデジタルアーカイブ 

以下では MLA を中心としたデジタルアーカイブの視点から考える。本研究会

では、MLA に蓄積された知的資産の「総デジタルアーカイブ化」の推進をうたっ

ており、中小 MLA を含む多様な組織におけるデジタルアーカイブ化の推進に関

する議論を進めてきた。中小規模館の持つリソースをデジタル化することの意

                                                        
15http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2011/08/1
9/1293746_02.pdf 
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義は、地域が持つ知的資産をより広い範囲のコミュニティで利用できるように

することのみならず、地域に特化した種々の活動をサポートすることにもある。 

こうした活動には、学術文化、教育面の活動のみならず、行政業務支援、産

業育成といったものも含まれる。 

また、デジタル化により、例えば国、研究機関、民間等のポータルサイトの

検索対象や各種データベースとの連携対象となることで、デジタルコンテンツ

の利活用の推進につながり、それがさらにコンテンツのデジタル化・豊富化に

つながる好循環を生む。 

そのためには、各 M 内、L 内、A 内での連携、地域における MLA 連携等、MLA

機関の多様な人材が連携した多様なコミュニティによる支援により、積極的に

デジタル化及び公開を進めるような環境が必要である。また、その支援にあた

っては、デジタルアーカイブ構築・連携のための指針（ガイドライン）が求め

られる。 

 

(1) アクセス環境を整えるには 

・ ネット上での適切な検索・ナビゲーションが行われなければならない 

・ 利用者の特性に応じたコンテンツ選択、ブラウザ選択、表示形式選択な

どが必要である。 

・ デジタルアーカイブのコンテンツ、メタデータに関する適切な権利管理

を行わねばならない。 

 

(2) デジタルコンテンツを豊富に整えるには 

・ 国立機関、大学等、豊富な文化、学術遺産を持つ機関では先進的な取組

が進められているので、それを参考にすることができる。 

・ 多様な MLA 機関、特に中小規模館がデジタルアーカイブを開発するため

の共通基盤の整備が必要である。共通基盤には、共通に使えるデータベ

ース、コンテンツ蓄積ツールといったシステム要素から、ノウハウ集、

ガイドラインといったソフト要素まで含む。 

・ デジタルコンテンツの長期利用のための基盤を作りあげることで、各種

機関が安心してデジタルアーカイブ構築に参加できるようにする。 

・ デジタルアーカイブ間の相互運用性を高めることで、サービスの多様性

を高め、コンテンツの利用性を実質的に高めることで豊富化を進める。 

・ コンテンツの利活用が社会にとって有益だという実証を進める。このた

め、第三者との連携を含めた、研究利用・産業振興・教育利用等に資す

るような利活用実現が必要である。 

 



11 
 

 

(3) デジタルアーカイブの有機的な連携を可能にするには 

・ メタデータの相互運用性を高めることが必須である。ただし、相互運用

を高めるためにMLAそれぞれの独自性を犠牲にすることは避けなければ

ならない。 

・ Web に適した標準を利用し、API を公開して、国立国会図書館（ＮＤＬ）

サーチ16など各種ポータルサイトなど、第三者によるサービスの実現を

促進することが強く求められる。 

 

(4) ネットワーク上の知識基盤としての包括性、拡張性を持つためには 

・ 非デジタル資料を含むメタデータのネット上での公開、流通を進めるこ

とが重要である。特に、中小規模館では、メタデータの電子化が進んで

いない、ネットワーク上の公開に至る技術的基盤がない、個人の能力に

頼っているため長期のサービスに不安があるといった問題を持つので、

こうした課題を解決しなければならない。 

・ 本研究会で直接議論しなかったさまざまなデジタル情報資源（たとえば、

科学技術分野や社会科学分野のデータベース、電子出版物、電子公文書

など）に関しても、連携的利用、長期利用の問題を一緒に議論する必要

がある。 

                                                        
16 http://iss.ndl.go.jp/ 
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第３章デジタルアーカイブの構成フレームワーク 

 

本報告では、議論のポイントを明確化するため、デジタルアーカイブに必要

な機能を階層的にとらえ、デジタルアーカイブの構成フレームワークを明確化

する。以下に 5つの階層を示す。 

① 管理運営： デジタルアーカイブ全般の管理運営方法やポリシーの策定 

② 利用者サービス提供： 実際のサービスの提供方法の策定と実現 

③ リソース組織化： リソースの整理、アクセス、提供のために必要な組織化

方法（メタデータ）の設計と実現 

④ データ管理： デジタルデータの表現・蓄積方法、リソース管理のためのデ

ータベース構成、データの提供形態等の設計と実現 

⑤ システム基盤： データベースやネットワーク環境など、デジタルアーカイ

ブを構築するために必要なシステム基盤の設計と実現 

この階層的枠組みは一般的なものであり、MLA のデジタルアーカイブにのみ適

合するものではなく、ネット上でのコンテンツサービスには広くあてはまるも

のである。なお、このモデルは、デジタルライブラリのモデルとして、Ed Fox

他により提案された 5S モデル17を基礎として、本研究会での議論に合わせたも

のである。 

MLA で考えた場合、上の階層（①を上、⑤を下とする）に行くほど MLA の種別

あるいは個別の館に依存する割合が高くなる。また、MLA 連携で考えた場合も同

様に、連携の管理運営、利用者サービスというような階層でとらえることがで

き、かつ連携組織毎の独自性は上の階層に行くほど強くなる。その一方、シス

テム基盤の側は、データの種類に依存はしても MLA の種別等への依存性はなく

なり、共通化が可能である。 

 独自性は相互運用性とは相対する概念であるが、ネット上では独自性と相互

運用性の両方を満足しなければならない。 

・ ①管理運営、②利用者サービス提供は、MLA 各機関、コミュニティあるい

は連携組織毎に決めるべきものである。 

・ ③リソースの組織化は、MLA の種別や個別の館の特徴を色濃く反映する層

である。連携のためにはこの層での相互運用性の確保が重要である。その

一方、相互運用性のために独自の要求を犠牲にする必要はない。したがっ

て、相互運用性と独自性という、相反する可能性がある要求をまとめなけ

ればならない層でもある。また、第三者（Third Party、サードパーティ）

による付加価値サービスの実現にはこの層が大きな役割を持つ。たとえば、

                                                        
17 http://www.dlib.vt.edu/projects/5S-Model/ 



13 
 

WWW の Semantic Web18や Linked Open Data19の取組、Dublin Core20のよう

なコアメタデータの取組は、この層における相互運用性向上のための取組

である。 

・ ④データ管理層の場合、概ね標準化された技術の上に立つといえるが、特

殊なデータやデータ管理の長期性を考えた場合、標準に関しての考慮が必

要とされる。 

・ ⑤システム基盤層は標準化された技術の上に立つ。 

 

M、L、Aそれぞれのデジタルアーカイブにおいて、管理運営ポリシーや検索閲

覧サービスはそれぞれの組織によって異なる。その一方、所蔵資料の種類はオ

ーバーラップしておりデジタル化とデータ蓄積のために使う技術は共通部分が

多い。たとえば、地図や写真は MLA すべてで所蔵対象となりえる。また、組織

毎に目録の作り方や管理方法は異なるが、その一方デジタル化の際には同じ技

術を用いることができる。 

このように、デジタルアーカイブ間連携を進めるにはアーカイブごとの独自

性とアーカイブ間の共通性・類似性のバランスを取ることが必要である。その

ため、デジタルアーカイブを階層構造でとらえることで課題の整理をしやすく

し、アーカイブごとの独自の特性とアーカイブ間で共通に使える技術やデータ、

そしてノウハウなどを明確にするフレームワークが重要な役割を持つ。以下で

は、このフレームワークを基礎として、議論を整理する。 

 

 

                                                        
18  Web 上の情報に対し一定の規則に従って意味を付与することでシステムによる機械的な

処理を可能とし、より高度な検索や情報の連携を実現する構想。これまでの Webページ

では人による理解はしやすいが、コンピュータによる理解は困難なものとなっている。 
19  Web 上で公開され誰もが参照可能な Linked Data のこと。 Linked Data はあらゆるもの

をURIで表しデータ内に他のURIへのリンクを記述する ことで様々なデータ同士をつな

げて利用できる仕組みのこと。  
20 メタデータを記述するための語彙。インターネット上の多種多様な情報資源を記述する

ためのメタデータ語彙として、Dublin Core Metadata Initiative で提唱されたもの。ISO 

15836 および NISO Z39.85 として国際標準となっている。 
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第４章 特定テーマに関する議論 － システム、人材開発、災害 － 

 

本研究会では、デジタルアーカイブに関わる多様な分野の専門家からの知見

の提供を受けた。さらにテーマ別に掘り下げた議論をするためのワーキンググ

ループを作り、そのワーキンググループにおいて提言をまとめることとした。

そのため、上に示した広い視点から見たデジタルアーカイブの中で MLA 指向の

デジタルアーカイブの位置づけを明確にしたうえで、デジタルアーカイブの構

成フレームワークと対応付けながら、以下の３つの重要テーマ別に議論するこ

ととした。 

・ システム： デジタルアーカイブを実現するために共通する技術的課題に

ついて議論する。第３章のフレームワークでは、③リソースの組織化、④

データ管理、⑤システム基盤が中心である。 

・ 人材： デジタルアーカイブを実現する上で必須となる人材育成について

議論する。第３章のフレームワークでは、①管理運営、②利用者サービス

提供、③リソースの組織化が中心である。 

・ 災害： 災害に対して強いデジタルアーカイブについて議論する。第３章

のフレームワークでは、①管理運営と⑤システム基盤（＋④データ管理）

が中心である。 

 

１．システムに関する議論 

本グループの議論での共通理解は、デジタルアーカイブを実現するための技

術的課題の多くは MLA のデジタルアーカイブ間で共通しており、技術やノウハ

ウの共有が重要であり、共有のための基盤づくりが求められるという点である。  

以下、主要な論点について示す。 

 

(1) デジタル化の技術と知識の共有  

実際のデジタル化の作業は外部委託されることも多く、特に中小規模館

では必ずしも館毎に、所蔵資料の撮影やスキャン等のデジタル化機能を持

つ必要はない。しかし、効果的なサービスの実現のためには、全てを外部

へ任せてしまうのではなく、デジタル化対象の資料の性質と目的に合った

デジタル化方法について MLA の側も技術的な知識を持たねばならない。こ

のためにはデジタル化作業を行う技術とノウハウを提供可能な支援組織を

作り、MLA のデジタル化支援を行うとともに、技術やノウハウの蓄積と継承

を進めることが求められる。 

 

(2) インターネット環境への適応 
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インターネットはコンテンツを流通させるための基盤であり、インター

ネット上でのサービスの展開、特にデジタルアーカイブのポータルサイト

としての機能を持つＮＤＬサーチなど、サードパーティによるサービス提

供を行いやすくすることが必須要件である。そのため、インターネットに

適した技術を用いることが求められる。 

コンテンツ流通の基盤はメタデータ基盤であり、メタデータに関する共

通基盤の開発と利用が求められる。メタデータ基盤は、デジタルアーカイ

ブに限定利用されるものではなく、出版流通組織や行政機関等からのコン

テンツ発信にとっても有用である。インターネット上のメタデータ流通の

ための標準規格としては、WWW コンソーシアムが定めた Resource 

Description Framework (RDF)の利用がすでに広がっており、これを利用す

ることが妥当である。本グループでは、下記の 2 点がメタデータに関する

特に重要な点であると合意した。 

（ア）識別子の問題： ネット上において任意のコンテンツを同定するため

の識別子が必要である。インターネット上で用いられる標準の URI を用

いることが基本である。しかしながら、URI は形式を決めるのみであるた

め、識別子をつくるための共通の仕組みを必要とする。一般に、識別子

は、識別子を作る「組織の識別子」と、その組織の中で個別のコンテン

ツに対して与える「コンテンツ毎の識別子」を連結させることで作るこ

とができる。どのようなコンテンツを対象として識別子を与えるかの基

準は、基本的に、組織毎に決めればよい。したがって、1点の絵画や書籍

といった個別資料のケースもあれば、なんらかの方針によって作られた

個別資料の集まり（コレクション）のような抽象物のケースもある。一

方、「組織の識別子」は国レベルで、国際標準に合わせて決める必要があ

る。本グループの議論では、日本を含む世界 26カ国（うち米国が準備中。

平成 24年１月現在）が登録され、ヨーロッパの図書館を中心に普及し始

めた、図書館および関連組織のための国際識別子（International 

Standard Identifier of Libraries, ISIL）21（日本においては、国立国

会図書館が国内登録機関）を用いることが適当であると合意した。 

（イ）語彙とスキーマの共有の推進： メタデータの流通性を高めるには、

メタデータの表現形式を標準化するだけでなく、メタデータに用いる語

の意味をデジタルアーカイブ間、並びにインターネット上で共有する必

要がある22。RDF はメタデータをネット上で流通させるための形式を決め

                                                        
21 http://www.ndl.go.jp/jp/library/isil/index.html 
22 デジタルアーカイブで使用されているメタデータの語（語彙）の意味が明らかになり  
共有されることで、外部の組織やサービスにおいても人やコンピュータによるメタデータ
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るが、メタデータに記述する語の意味はメタデータを記述し、利用する

コミュニティに任されている。そのため、そうしたコミュニティ自身が

メタデータに用いる語を定義しインターネット上で共有するための基盤

を利用することが求められる。この基盤を形成する上で、メタデータに

用いられる語の定義やメタデータの構造定義を RDF を基礎として表現し、

登録、提供するサービス（メタデータスキーマレジストリ）が必要であ

る。メタデータスキーマレジストリとしては 22年度に総務省の新 ICT 利

活用サービス創出支援事業により開発された「メタデータ情報基盤

（MetaBridge）」23の利用を進める。あわせて、MetaBridge 普及に向けた

取組を通じて、図書館、美術館・博物館、公文書館関係者のコミュニテ

ィ作りを進めるとともに、MetaBridge の機能面においても、メタデータ

に関する専門的知識を有していなくても登録・利用を進めることができ

るようなユーザーインターフェース、メタデータの相互変換機能等の拡

張を進める。 

ただし、語彙とスキーマ24については、各 MLA 機関が各種標準に完全に

準拠したデータを作成、公開することは現状では困難であることも指摘

された。このため、当面の対応としては、厳格な形式にとらわれずに、

識別子が付与された形でメタデータが公開されること、さらに、メタデ

ータを第三者が適宜の語彙やスキーマに対応する形にして再提供できる

よう、RDF の記述方法に係るガイドラインの策定等メタデータの流通を促

進するための環境を整備や、Linked Open Data の取組の推進が求められ

る。 

 

(3) データ蓄積基盤について 

コスト的非効率性と災害リスクの面から、中小規模各館が単独でデジタ

ルデータを蓄積することは望ましくない。その一方、現在中小規模館が共

同で利用でき、かつそれぞれの独自性を出すことのできるデジタルアーカ

イブ基盤は存在していない。次に示す人材面での課題とともにシステム面

の課題は中小規模館にとって大きな課題であり、デジタルアーカイブのデ

ータ蓄積基盤をアウトソースすることは効率的なことであるといえる。そ

                                                                                                                                                                   
の記述内容の理解が容易となる。これによってメタデータの相互利用が進み流通性が向上

する。 語彙の意味が不明な場合は、例えば「日付」という語彙がメタデータにあった場合

にそれが何の日付か、日付の記述形式は何か、暦は何か等が不明であり外部の組織から容

易に利用することができない。 
23 http://www.meta-proj.jp/ 
24 メタデータを記述する際の規則。ここでは特にメタデータ記述における構造的な制約と  
具体的な表現形式を指す。  
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の一方、サービス提供企業による囲い込みによる弊害が生じる可能性があ

り、システム機能、データ形式等の標準化を進める必要がある。 

また、データの共通基盤と役割に加えて対災害性の視点からも、デジタ

ルアーカイブ基盤のクラウド化の推進が適切であると思われる。現在、美

術館・博物館が共同で利用できる基盤として、文化庁が進める文化遺産オ

ンライン25がある。文化遺産オンラインでは、指定文化財のみならず中小規

模館からのデジタルコンテンツの登録を進める一方、連想検索機能の提供

など発展的利用も進めており、参考となる事例であるといえる。 

このほか、国立国会図書館で、歴史的音盤アーカイブ推進協議会（HiRAC）

がデジタル化した歴史的音源や、東日本大震災直後に壁新聞として発行さ

れた石巻日日新聞（号外）など、原資料が国立国会図書館所蔵ではないデ

ジタルコンテンツの提供を行っている事例がある。今後、国立国会図書館

や都道府県レベルをはじめとする国の MLA 機関において、所蔵資料のデジ

タル化と併せ、このような取組が拡大されることを期待したい。 

 

(4) 長期保存 

デジタルアーカイブは長期に渡ってサービスを提供することを前提とし

なければならない。その一方、情報技術の進歩の速さゆえにデジタルコン

テンツの長期保存の難しさも広く認められている。デジタルコンテンツに

限らず適切な管理がなされなくなるといかなる形態の文化財であれ失われ

てしまう。また、災害に対しては多重にコピーを取りやすいデジタルの利

点を生かすことが重要であるとの理解が得られている。 

国立国会図書館が試験評価に取り組んだ電子情報長期保存のための評価

ツール DRAMBORA26等に見られるように、デジタルデータは長持ちしないので

はなく、適切な管理がなされないまま放置されるデジタルデータは長持ちし

ないととらえるべきであり、技術課題の解決に加え、管理運用面、コスト面

の課題を克服しつつ、デジタルアーカイブ化を進めるべきである。このため、

保存のためのコンテンツ管理・リスク管理に関する技術の調査・開発を進め

るとともにノウハウの共有が求められる。 

 

２．人材育成に関する議論 

これまでにデジタルアーカイブ構築の実績を持つ機関であっても、デジタル

アーカイブの専門家の育成は、容易なことではない。特に中小規模館では、担
                                                        
25 http://bunka.nii.ac.jp/Index.do 
26 奥田倫子, 伊沢恵子. 電子情報長期保存のための評価ツール DRAMBORA－NDL におけ

る試験評価の試みから. カレントアウェアネス.No.299. 2009 年

http://current.ndl.go.jp/ca1681 
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当者に経験もなくアーカイブの必要性に理解がないことが多い。つまり人的資

源の不足がデジタルアーカイブの継続的なサービスに問題を抱えるのみならず、

新たなサービス開始の妨げとなっている。一方、現在の財政環境下において MLA

機関におけるデジタルアーカイブ専門家の新たな配置は非常に困難である。ポ

ジションの不足が人材育成の妨げとなり、人材の不足がデジタルアーカイブの

進展を妨げるという負のスパイラルに陥っていることが否めない。本グループ

では、こうした環境下においてもデジタルアーカイブ推進のための人材育成は

不可欠であるとの認識に立ち、以下の点についての議論を進めた。 

 

(1) 理解あるリーダーの獲得 

地域の、特に自治体が運営する MLA は、その自治体の首長の関心や理解

に影響されることが多い。そのため、地域のリーダーの理解を得るための「推

奨される事例（Good Practice）」の収集、蓄積等、実証的に理解を得る努力

を進めなければならない。その際、デジタルアーカイブそのものの効果だけ

ではなく、デジタルコンテンツの教育学習における利用や地域振興における

活用等、デジタルアーカイブの副次的効果をも含めた知見を集める必要があ

る。 

 

(2) デジタル化の技術と知識―「仕様書を書く能力」 

デジタルアーカイブの実現は多くの場合、受注した専門業者によって開

発や作業が行われる。したがって、MLA には、適確な事業企画を立案し、適

切な発注とシステムの運営を行うことのできる人材が求められる。現状では、

デジタルアーカイブの必要性に関しての理解が不足している例、先行事例を

参考にするだけで館独自の要求をまとめきれないといった例、仕様書作成か

ら専門業者に頼らざるを得ない例が見受けられる。一方、専門業者はコンピ

ュータ技術には詳しいものの、各館が持つ資料やその組織化方法、利用対象

については知識を持たない場合が多く、こうした発注側と受注側のギャップ

のために、最適なシステムを作ることが難しい。こうした問題を解決するに

は、MLA 間での知識の共有が必要であり、前記の１．システムの項で上げた

支援組織のような機能が有効に働くと期待できる。 

 

(3) 中小規模館のサポート 

中小規模館はデジタル化以前であるともいわれる。中小規模館において

は、人材面での制約が大きく、事業の継続性が問題になる。アウトソースす

る場合であっても、アウトソース先の能力を高めることとその能力を評価で

きることが地域の機関には求められる。 
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 本グループでは、文化財デジタルアーカイブの視点から、地域の中小規模

館を中心に議論した。地域においては、所蔵資料目録の作成自体が課題であ

り、手書きの台帳、いわば「大福帳」による管理から抜け出ていない館も少

なからずある。中小規模館とは言っても地域のかけがえのない文化的資源を

持つものである。社会的責任を果たす意味からも、所蔵資料のデジタル化に

までは到達できない場合であっても所蔵に関する情報を整備し、データベー

スとしてネットワーク上で公開することが強く求められる。現在すぐに行え

る対応策として、文化遺産オンラインを利用して地域が持つ資源のデジタル

化と所蔵資料情報を公開することが考えられる。また、地域レベルでは、都

道府県立図書館等が、現在都道府県レベルとして提供システムや支援の機能

を持つケースも増えてきた。こうした実績を積んでいくことで地域の中小規

模館が持つ文化財とその情報のネットワーク上への提供が進むと考えられ

る。 

さらに各館独自のサービス展開も視野に入れながら、地域や中小規模館

の状況や要望を共有することも必要である。 

 

３．災害に関する議論 

平成 23 年３月 11 日の東日本大震災では、自治体で紙の行政文書のみならず

パソコンやサーバが被災した。また同様に文化財についても、文化財のみなら

ず文化財情報を蓄積したサーバ等も被災し、これらは大きな問題として広く認

識された。 

災害に対しては、多重のコピーがとりやすいデジタルアーカイブの優越性が

認められる一方、同時にデジタルアーカイブの頑健性の確保が課題としてあげ

られた。 

一方、災害に対してコンテンツを保護するために備えるのみならず、被災時

の救援・復旧・復興の対策に利用できるコンテンツを準備することの必要性に

ついても共通認識を得た。耐災害性の観点からは、文化財そのものの情報に加

えて、地理情報や国土情報とのリンクを持つこと、資料の復元のために利用で

きる情報（資料トリアージ情報、復元支援機関の情報）を持つこと等が考えら

れる。 

今回の東日本大震災に関するデジタルアーカイブ（以下「震災アーカイブ」

という。）の利活用性を高めることは、地域の歴史の保存のみならず、震災の記

録を将来の災害対策に役立てるためにも有用である。 

震災アーカイブについては、それぞれの多様性を確保しながら、複数の震災

アーカイブが相互連携・横断的利用ができるように、領域横断的、地域横断的

利用を可能にするための技術開発が課題として認められた。 
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４．特定テーマの議論全体を通して： 

 以上の３テーマの議論を通じて共通に言えることは、館毎、コミュニティ毎

の独自性や特殊性の保持とコミュニティ間での相互運用性、共通性向上、新し

い技術の導入と長期利用性の確保、限られた人的資源の中でのサービスの向上

といった、相反する要求を満たすことが求められている点である。こうした課

題を解決するには、デジタルアーカイブに関する知識、技術、ノウハウに関す

る情報を共有することが重要であり、共有を進めるための組織とシステムの基

盤構築を進めることが必要である。 

 

 



21 
 

第５章 提言 

 

「デジタルアーカイブ推進アクションプラン -社会の知識インフラの拡充に

向けて」 

 

１．大福帳からデジタルへ。知的資産の公開 

中小規模館の MLA 機関では、所蔵資料目録の作成自体が、手書きの台帳、い

わば「大福帳」による管理によっているところもある。これらの機関も、地域

のかけがえのない知的資産を所有しており、それらを地域、国民の共有文化財

としての有効活用することの社会的責任がある。 

社会の知識インフラの拡充に向けて、所蔵資料のデジタル化及び公開、それ

が難しい場合も、所蔵に関する情報を整備・データベース化し、ネットワーク

で公開することが強く求められる。 

また、公開の際には、ＮＤＬサーチなど、サードパーティーによる活用が容

易となるよう、標準化されたＡＰＩ等が整備されることが望まれる。 

本研究会は、中小規模館の MLA 機関の上述の取組を円滑に進めるため、「デ

ジタルアーカイブの構築・連携のためのガイドライン」（総務省）の活用を推

奨するとともに、周知・普及、拡充を求める。 

さらに、デジタルアーカイブの促進のため、以下の取組の着実な推進を提言

する。 

  

２．人的基盤の構築 

(1) デジタルアーカイブ支援ネットワーク（ＤＡ－ＳＮＳ）の設立 

デジタルアーカイブを構築・運営していくための技術的・人的課題の

多くは、ＭＬＡ間で共通している。そのため、以下の役割を担う支援組

織「デジタルアーカイブ支援ネットワーク（仮称）」（Digital Archive 

Support Network System;DA-SNS）を設立し、デジタルアーカイブ構築を

総合的に支援する。 

・デジタルアーカイブの技術・知識・ノウハウ等を収集・蓄積し、ＭＬ

Ａ間で共有、継承。 

・中小規模館を含め、デジタルアーカイブの構築・運営にあたっての相

談窓口機能。 

・国立国会図書館、国立の博物館・美術館、国立公文書館等、国レベル

の機関とも連携し、都道府県の各機関担当者等を対象にした研修を実

施。 

・市町村レベルでの各地域の文化財とその情報のネットワーク上への提供。 
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(2) 理解あるリーダーの獲得 

 継続的なデジタルアーカイブ推進のためには、自治体の首長・各館の

館長等、リーダーシップが求められる。その理解を得るためにも、デジ

タルアーカイブの推奨される事例（Good Practice）の収集、蓄積等を進

めるとともに、デジタルアーカイブのコンテンツの教育学習における利

用や地域振興における活用等、デジタルアーカイブの副次的効果を含め

た知見を集め、デジタルアーカイブの有用性について強く発信する。 

 

(3) デジタルアーカイブ・スペシャリストの育成 

中小の MLA 機関でのデジタルアーカイブの構築を進めると同時に、各

デジタルアーカイブを有機的につなげることや、MLA 間だけではなく、そ

れ以外のより広いコミュニティを連携させるための取組を推進するため、

デジタルアーカイブをコーディネートすることが可能な専門的人材の育

成を推進する。 

これにより、デジタルアーカイブによる学術文化振興、産業育成、地

域振興等利活用を進めるとともに我が国のデジタル・ネットワーク社会

の知識インフラの高度化を図る。 

専門家がいないから開発が進まない、専門家として働く場がないから

専門家の育成が進まないという、「ニワトリが先かタマゴが先か」の状況

からの脱出をはからねばならない。すなわち、デジタルアーカイブの専

門的人材養成には、大学・大学院などによる高等専門教育、専門機関に

おける研修の機会を設けるとともに、MLA あるいは関連組織における雇用

機会の創出が不可欠である。先にあげたデジタルアーカイブ支援ネット

ワークの充実や文化遺産オンラインの推進等、すぐにできることから始

める。 

 

３．システム基盤の構築 

(1) デジタルアーカイブ・クラウドの推進 

中小規模館にとって、デジタルアーカイブのデータ蓄積基盤をアウト

ソースすることは効率的である一方、サービス提供企業による囲い込み

による弊害を避ける必要がある。そのため、システム基盤及びデータ形

式等の標準化並びに耐災害性の視点からも、クラウド化の推進について

も検討を進める。 

また、国立国会図書館において、歴史的音盤アーカイブ推進協議会

(HiRAC)がデジタル化した歴史的音源や、東日本大震災直後に壁新聞とし

て発行された石巻日日新聞号外などの従来同図書館所蔵ではないデジタ
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ルコンテンツの提供を行っている事例もある。こういった取組も踏まえ、

国・都道府県のＭＬＡ機関における、データ蓄積基盤としての取組を推

進する。 

 

(2) 文化遺産オンラインの推進 

文化庁が運営する我が国の文化遺産についてのポータルサイト「文化

遺産オンライン」は、国宝・重要文化財などの情報だけではなく、全国

の美術館・博物館からのデジタルコンテンツの登録を進め、また連想検

索機能の提供など発展的利用も進めている。 

文化遺産オンラインを、システム基盤として利用することは、美術館・

博物館にとっても、デジタルアーカイブ構築の障壁を下げるための大き

な可能性を持つサービスであり、地域が持つ知的資産のデジタル化と所

蔵資料情報を公開することや、担当者のスキルと知識の向上を図ること

もできる。 

そのため、文化遺産オンラインの利用促進、機能拡充（多言語化対応

等）を図る。 

 

(3) 東日本大震災アーカイブの構築 

東日本大震災の記録を伝承し、将来の災害対策に役立てるためにも、

各被災地の震災アーカイブの構築を進め、利活用性を高めることが重要

である。 

複数の震災アーカイブが、それぞれの多様性を確保しながら、相互連

携・横断的利用ができるように、領域横断的、地域横断的利用を可能と

するための技術開発を進め、東日本大震災に関する記録・記憶について、

国内外を問わず、誰もがアクセス可能な一元的に保存・活用できる仕組

みを構築し、広く国内外に情報を発信する。 

 

(4) デジタルコンテンツの長期保存技術（ミレニアムユース技術）の開発 

デジタルアーカイブは長期に渡ってサービスを提供することを前提と

しなければならない。その一方、情報技術の進歩の速さゆえにデジタル

コンテンツの長期保存の難しさも認められつつある。デジタルコンテン

ツに限らず適切な管理がなされなくなるといかなる形態の文化財であれ

失われてしまう。  

デジタルデータは適切な管理がなされないまま放置されると長持ちし

ないため、技術課題の解決に加え、管理運用面、コスト面の課題を克服

しつつ、デジタルアーカイブ化を進めるべきである。このため、保存の
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ためのコンテンツ管理・リスク管理に関する技術の調査・開発を進める

とともにノウハウの共有を推進する。 

 

４．コンテンツ流通基盤の構築 

(1) 知的資産ＩＤの導入 

メタデータの流通、インターネット上における任意のコンテンツの同

定のためには、識別子の普及が重要となる。特に「組織の識別子」を早

急に確立し広く普及させることは、個別のコンテンツに対して与える「コ

ンテンツ毎の識別子」を連結させるうえでも重要であり、識別子全体の

普及が期待される。 

このため、国際標準として、日本を含む世界 26 カ国27が採用し、ヨー

ロッパの図書館を中心に普及し始めた、国際標準である図書館及び関連

組織のための国際識別子（International Standard Identifier of 

Libraries, ISIL）を、資料保存機関の「組織の識別子」として活用する

ことを提案する。本提案を踏まえ、国内で ISIL を付与する機関である国

立国会図書館を中心に、国内の図書館、博物館、美術館、公文書館への

識別子を付与するための取組を推進する。 

 

(2) 語彙とスキーマの共有の推進（MetaBridge による連携の推進） 

メタデータの流通性を高めるためには、メタデータの表現形式を標準

化するだけではなく、メタデータで用いる語の意味をデジタルアーカイ

ブ間、インターネット上で共有し、メタデータの構造定義をＲＤＦを基

礎とした表現で公開していくことが重要である。 

そのためには、メタデータスキーマレジストリ（メタデータ情報基盤

（MetaBridge））を活用することが有効と考えられるが、図書館・美術館・

博物館・公文書館に広く認識、活用されている状況とはなっていない。 

このため、MetaBridge 普及に向けた取組を通じて、図書館、美術館・

博物館、公文書館関係者のコミュニティ作りを進めるとともに、

MetaBridge の機能面においても、メタデータに関する専門的知識を有し

ていなくても登録・利用を進めることができるようなユーザーインター

フェース、メタデータの相互変換機能等の拡張を進める。 

さらに、メタデータを第三者が適宜の語彙やスキーマに対応する形に

して再提供できるよう、RDF の記述方法に係るガイドラインの策定等メタ

データの流通を促進するための環境を整備する。あわせて、Linked Open 

Data の取組を推進する。 

                                                        
27 米国は準備中。平成 24 年１月現在。 
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終わりに  

 

知識インフラとしてのデジタルアーカイブが持つ役割と重要性 ― 課題と

期待 

 

本研究会におけるデジタルアーカイブの議論は、現在の MLA 機関における実

務的側面を重視しながら進められてきた。しかしながら、デジタルアーカイブ

に期待されることは従来の MLA が担ってきた役割だけに限定されるものではな

く、より広い範囲の領域に関わりを持つものである。先にも書いたように、電

子出版物、公文書、種々の学術データベースなどは、本研究会で議論した MLA

主体のデジタルアーカイブの隣接領域であり、こうした領域との関連を考慮に

入れて議論を深化させることが望まれる。 

現在、多くの人々にとって、インターネットが必要な情報探しの入り口にな

っており、今後この傾向はますます高まっていくことは疑えない。逆に考える

と、多くの人にとって、「インターネットから探すことのできないものは存在し

ないもの」になりかねない。インターネットが発達する以前は、情報探しのた

めの入り口がいろいろあり、MLA は、それぞれの領域の専門家として、それぞれ

の入り口を開けておけば充分であったのかもしれない。しかしながら、インタ

ーネットの時代においては、MLA が独自に提供する入口だけでは利用者からは見

つけにくいこと、そして提供者の視点だけで作られるデジタルアーカイブは利

用者にとって必ずしも使いやすいものではないことを考慮しなければならない。 

インターネット上でのデジタルアーカイブの利用促進を図るためには、サー

ドパーティによる付加価値サービスをも視野に入れた入り口を準備しなければ

ならないことを考えなければならない。そして、利用者は複数のサービスを組

み合わせて使うことを当然のこととしていることも忘れてはならない。そのこ

とは、MLA によるデジタルアーカイブ開発が MLA 間での連携を進めるためのもの

でなければならないことを意味している。 

個別の館でのデジタルアーカイブづくりはそれぞれの体制と意識に大きく左

右される。90 年代から重要性は認識されながらも、一部を除いてあまりデジタ

ルアーカイブ開発が進まなかったというのも事実であり、その背景に著作権等

の権利管理の問題があったともいえる。はじめに述べた三省懇談会や文化庁「電

子書籍の流通と利用の円滑化に関する検討会議」の成果、電子出版ビジネスの

活発化もあり、著作権等に関する社会制度的な課題に関する整備は当時に比べ

ると進んできている。しかしながら、先進諸外国に比べて、決して進んでいる

とは言えない状況を考えると、デジタルアーカイブ化を進めるためのバリアー

を低くし、より手近なところにある目標（Low Hanging Fruit）に向かって進む
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ことが重要であろう。それには、情報共有を進めることやトレーニングプログ

ラムを作る（あるいは、既存のものの情報を共有する）こと、そしてそれを支

える組織と基盤システムが必要である。 

MLA のデジタルアーカイブは、人間社会が作り出してきた、あるいはこれから

作り出していく文化的、学術的価値を持つ財産を、現代の利用者に広く提供す

るものであり、また、将来の利用者に受け継いでいくためのものである。先進

国の条件とは、社会の中で情報と知識が適切に共有され、多くの人がその上に

新しい情報と知識を生み出していく力を十分に持つことであろう。この視点か

ら見ると、デジタルアーカイブは新たな知識を生み出していくための知識イン

フラの大きな構成要素であるといってよく、その発展が強く望まれる。 

現代のネットワーク基盤は、情報を流通させるための箱物としては十分に発

達してきており、誰でも簡単に「何か」を見つけることのできる環境も作られ

てきた。情報と知識を効率良く利用できることが先進国の条件とすれば、国に

はできるだけ多くの人が適切に情報・知識（資源）にアクセスできる環境を作

ることが求められている。ところが、資源の提供側が適切に資源を組織化して

提供しない場合、欲しいものをうまく見つけられるかどうかは個人のスキルに

依っているところが大きい。適切に組織化して提供するという部分が我が国で

はうまく機能していないように思える。 

デジタルアーカイブのような情報システム一般にいえることであるが、情報

システムを動かすのは結局のところ人の力であるといえる。いくら入れ物（す

なわち、コンピュータやネットワーク）を立派にし、そこに多くのデータをた

め込んでも、それをうまく使う知恵と技術がなければ役に立たない。先進国が

情報システムをきちんと動かしていける理由は、高価な箱物と大量のデータを

持つことのできる経済力だけではなく、システムを運営することのできる人の

力をも持つためである。情報機器のコストが下がってきたとしても、その上に

大量のデータを蓄積すること、そしてそれらを効果的に利用する人材を育成す

ることは一朝一夕にはできない。 

 幸い、我が国には高速のネットワーク基盤は整えられており、パソコンの導

入も進んでいる。コンテンツの入れ物としての基盤の整備は世界的にみても高

水準な環境を達成している。その中で、知識情報資源を提供する基盤であるデ

ジタルアーカイブの整備がうまく進まない大きな理由は、資源をネットワーク

環境から見えるようにするための人材の供給と活用がうまく回っていないこと

であると考えられる。また、そうした人材が持つ知識や技術、そしてノウハウ

をうまく共有し、利活用するための基盤が整えられていないことも、もう一つ

の大きな理由であると考えられる。 

デジタル・ネットワーク化は、組織やコミュニティを横断した横方向の情報
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流通に大きな力を発揮する。従来の MLA が主にそれぞれのコミュニティ内部で

の縦方向の情報流通に力を蓄えてきたとすれば、デジタル・ネットワーク化に

よって縦横両方に力を発揮できることが期待できる。 
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資料１ 

知のデジタルアーカイブに関する研究会開催要綱 

 

１ 背景・目的 

 図書・出版物、公文書、美術品・博物品、歴史資料等公共的な知的資産の

総デジタル化を進め、インターネット上で電子情報として共有・利用できる

仕組み（デジタルアーカイブ）の構築による知の地域づくりに向けて、関係

者が広く集まり、デジタル情報資源の流通促進に係る課題の整理を行い、デ

ジタルアーカイブ間の相互連携の促進を図ることを目的として、「デジタル・

ネットワーク社会における出版物の利活用の推進に関する懇談会技術に関す

るワーキングチーム」（以下「技術ワーキングチーム」という。）に、サブワ

ーキングチームとして本研究会を置く。 

 

２ 名称 

本研究会は、「知のデジタルアーカイブに関する研究会」（以下「研究会」

という。）と称する。 

 

３ 検討事項 

研究会では、主に以下の事項に関して検討を行う。 

（１）知の地域づくりのためのデジタルアーカイブの在り方 

（２）デジタルアーカイブの構築・連携に関する技術の標準化 等  

 

４ 構成及び運営 

（１）研究会の構成員は、別紙のとおりとする。 

（２）研究会の座長は、技術ワーキングチームの主査が務める。 

（３）座長は、研究会を招集し、主宰する。 

（４）座長は必要があると認めるときは、座長代理を指名することができる。 

（５）座長代理は、座長を補佐し、座長不在のときは、座長に代わって研究

会を招集を主宰する。 

（６）研究会は、必要に応じ、外部の関係者に出席を求め、意見を聞くこと

ができる。 

（７）その他、研究会の運営に関し必要な事項は、座長が定めるところによ

る。 

５ 庶務 

  研究会の庶務は、総務省情報流通行政局情報流通振興課が行う。 
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資料２  

別紙 

「知のデジタルアーカイブに関する研究会」名簿 

(敬称略、五十音順) 

 

新
あたらし

 麗
れい

    株式会社 IIJイノベーションインスティテュート技術研究所主幹研究員 

安達
あだち

 文夫
ふみお

  国立歴史民俗博物館（大学共同利用機関法人人間文化研究機構）教授 

入江
いりえ

 伸
しん

   慶應義塾大学メディアセンター課長 

植村
うえむら

 八潮
やしお

  社団法人日本書籍出版協会理事 

大内
おおうち

 英
ひで

範
のり

 東京大学史料編纂所特任助教 

大場
おおば

 利
とし

康
やす

  国立国会図書館関西館電子図書館課長 

岡本
おかもと

 明
あきら

   NPO 法人知的資源イニシアティブ理事、株式会社寿限無代表取締役 

小川
おがわ

 恵司
けいじ

   凸版印刷株式会社事業開発・研究本部総合研究所情報技術研究室室長 

加茂
か も

 竜 一
りゅういち

  一般財団法人デジタル文化財創出機構研究主幹 

神門
かんど

 典子
のりこ

   国立情報学研究所教授 

杉本
すぎもと

 重雄
しげお

  筑波大学大学院図書館情報メディア研究科教授 

武田
たけだ

 英明
ひであき

  国立情報学研究所学術コンテンツサービス研究開発センター長・教授 

田中
たなか

 久徳
ひさのり

  国立国会図書館電子情報部電子情報企画課長 

田
た

良
ら

島
しま

 哲
さとし

  東京国立博物館学芸研究部調査研究課書跡・歴史室長 

常世田
と こ よ だ

 良
りょう

  社団法人日本図書館協会理事 

鳥越
とりごし

 直
なお

寿
ひさ

  メタデータ情報基盤構築事業メタデータ情報基盤事業検討会委員 

丸山
まるやま

 信人
のぶひと

 社団法人日本雑誌協会デジタルコンテンツ推進委員会幹事 

水谷
みずたに

 長志
たけし

  独立行政法人国立美術館本部情報企画室長/東京国立近代美術館企画課情 

報資料室長 

宮澤
みやざわ

 彰
あきら

   国立情報学研究所教授 

盛田
もりた

 宏
ひろ

久
ひさ

  大日本印刷株式会社教育･出版流通ソリューション本部デジタル推進部部長 

山崎
やまざき

 博樹
ひろき

  秋田県立図書館主任図書専門員兼企画広報班長 

八日
ようか

市谷
いちや

哲生
てつお

 独立行政法人国立公文書館公文書専門官 

 

（オブザーバー参加） 

文部科学省生涯学習政策局社会教育課 

文化庁文化財部伝統文化課 

経済産業省商務情報政策局文化情報関連産業課 

 

（庶務） 

総務省情報流通行政局情報流通振興課 

◎ 


